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雇 用 政 策 の 展 開
一一経済構造調整期以降を中心に一

木 村 隆 之

且 は じ め に

本稿の課題は経済構造調整期以降に新たな展開をとげたわが国の雇用政策の

性格を明らかにすることである,、雇用政策は 「完全雇用」理念を出発点にして

おり,雇 用保障こそがその理念的柱 とされるものである。 しかし雇用保障を実

現するための政策手段は背景 となる雇用 ・失業問題の状況に左右されざるをえ

ず,そ れが雇用政策の性格をも規定する,、

あらか じめ.1980年 代半ばの経済構造調整期に至るまでの雇用政策の展開を

概観 しておこう。1950年 代半ばまでの戦後期においては雇用不足にもとづ く失

業対策に主眼がおかれていた、、1950年代半ばから始まる高度経済成長期に雇用

政策は新たな展開を遂げ,雇 用の偏在(地 域的,産 業的な)の 解消に比重が移

された,、それは労働 力を過剰部面から不足部面へ と円滑に移動させ ることに

よって雇用保障が可能になるとされた。これは雇用政策が労働力(有 効活用)

政策を内実 とするものへと大 きく変化 したことを意味するものでもあった、,と

はいえ雇用政策には依然として雇川保障 とい う側面が維持されていた、,それが

可能であったのはいうまでもなく,雇 用の増大に伴 って失業が大幅に減少する,

いわゆる 「労働力不足」という雇用構造が基礎になっていたからである。

日本経済の 「安定成長」への移行は雇用政策の労働力政策へのさらなる純化

を促進 した。輸出と国際競争 ノJ強化による経済成長の持続という背景は労働力

政策に総人件費の抑制という新たな要請を課すことになった。雇用調整という
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名の人員削減,お よび不安定雇用の拡大を促進する労働力政策が進められた,,

労働者派遣法の成立による労働者派遣事業の制度化,パ ー ト労働法の成立によ

るバー ト労働の制度化,労 働基準法の改正による弾力的労働時問管理の導入,

さらには男女雇用機会均等法や高齢者雇用安定法改正による女性と高齢者の労

働市場への参入の促進 とい う政策は,こ うした労働力政策の方向に適合 した も

のであった。雇用政策 と労働力政策との一体化はこの段階で質的に強化され,

雇用政策は労働力政策に完全に従属 したものに転化した。雇用調整や不安定雇

用の拡大が雇用政策 として展開されることになった,,それで も雇用政策が雇用

維持 と両立しうる限 りにおいては,雇 用政策が自己を主張する余地は残されて

いたのである。

こうして雇用政策は円高不況 とそれに続 く経済構造調整 という時代に直面す

ることになった。経済のグローバル化がいっそう進展するもとで,先 行する低

成長期以来の労働力政策のいっそ うの強化が図られることになった。「規制緩

和」の掛け声 とともに進められた労働基準法の度重なる改正は労働時間,お よ

び労働契約の弾力化を促進 した。労働者派遣法や職業安定法のたびたびの改正

よって,労 働者派遣事業 と民間職業紹介事業の原則自出化 も実現 した。これに

よって労働力政策は新たな段階に進んだ。 しか し労働力政策が経済成長 と雇用

の増大に有効に作用しなくなり,少 なくとも両者が両立 しえなくなるとともに

労働力政策の有効性が失われてきた。雇用政策が労働力政策という内実によっ

て自己を主張することが不可能になる。こうした雇用政策がその内実を失い,

その存在意義が失われ,そ の機能を果た しえな くなるような事態を雇用政策の

危機 といっても過言ではない。この雇用政策の危機の顕在化の過程をより具体

的に跡づけることこそが,本 稿の第一の課題とするところであるD。

経済構造調整期に入って以降の雇用政策の前提は,国 際化,サ ービス経済化,

1)1雇 用政 策の危機」 につ いては.拙 稿,雇 用問題 と社会政策,杜 会政策学会編 「社 会政策学会

誌」 第3号 「杜会政策 にお ける国家 と地域」御茶の水書房,2000年4月 所収参照。なお,拙 稿で

は雇用政策 の性格 を社会政策 と経済政策の両側面を持つ ものと規定 してい る,,.本稿の性格規定 ぽ

それを,両 側面 の相 互関係 を含めて再規定 した ものであるL、本 質的 に異な る規定ではない.
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ME化.労 働力の女性化,高 齢化,雇 用の多様化であ り,雇 用政策の課題は,

この前提のもとで雇用の確保 と安定を図ることであった。労働力政策を内実 と

する雇用政策は,1990年 代の前半.バ ブル経済の崩壊の時期までは,少 なくと

も雇用確保という面で一時的な成功を収めた。しかし.バ ブル経済の調整過程

に入った90年代以降には,雇 用政策はその有効性が大 きく損なわれ,雇 用政策

の危機は明らかに顕在化の過程に入ってきている。雇用政策の論理と枠組みが

再検討されなければならない ことはもはや明らかである。それがどのようなも

のでなければならないか,ど のようなものが可能か,そ れを雇用政策の危機の

顕在化のなかに探 ることが本稿の第二の課題である2》。

2)1980年 代半 は以降の雇用政策の労働ノ」政策化を規定す る†要な契機の一つ として,理 念 として

の 「労働市場 の フレキシ ビリテ ィ」論,お よびそれを促進す る政 策手段 と しての 「規制緩和」論

があるこ とは間違 いない。 ぞの内容は多義にわた っているが,そ の意図 と経済学的意義について

は,三 好正 巳 「労働市場 の 「柔軟性」 と労使 関係 の 「制度化 」」 『労働 法律旬報』II59・60号,

1987年1月,小 越洋之助 「労働市場 の弾力性(フ レキ シビリテ ィ)に ついて」『国 学院経 済学』

37巻3・4号,1990年5月,同 「ヨーロ ッパにおけ る賃金の フレキ シビリテ ィ政策 と雇用 ・失業」

『国学院経 済学』41巻2号,191)3年3月,福 原宏幸 「80年代労働市場 フ レキシブル化の現実 と課

題」(竹 中恵美子 編rグ ローバル時代 の労働 と生 活一 そ の トー タ リテ ィを もとめて』 ミネ ル

ヴァ書房,1993年),美 崎酷 「労働市場 の弾 力化 と杜会政策一 とくに雇用形態 について,日 本

と ドイツを中心 に」 『彦根論 叢』292号,1995年1月,丹 下春喜 「「労働市場 の柔軟 化」 と規 制緩

和一80年 代OECDの 政策提起 との関連で」 「立命館経 済学144巻4・5号,1995年12月.等 を

参照。

また,そ れがわが国 の労働市場な らびに雇 用政策 に適用 された場合 に,雇 用 システ ムにいかな

る作 用をおよぼすか(あ るい はお よぼ しているか)と いう見地か らの検討 も欠かせない。規制緩

和は失業 と雇 用不安 の解消 に資す るよ りは.む しろそれを拡大す るとい う見解が多 く提示されて

い る。 これ らについては,竹 中恵美子 「労働市 場政策一 日本型労働市場 の再編か ら変容 へ」

(石畑良太郎 ・佐野稔編 『現代 の社会政策』(第3版),有 斐閣,1996年4月)。 横 山政敏 「労働の

規制緩和 と労働市場一 新規学卒市場の展開を中心 に」『立命館経 済学』45巻6号,1997年2月,

伍賀一適 「規制緩和 と雇用 ・失業問題」(戸 木田嘉久 ・三好正 巳編 『規制緩和 と労働 ・生活』 法

律文化杜,1997年5月)、 戸木田嘉 久 『『構造 的失業』時代 の日本資本主義』新 日本出版社,1997

年9月,加 藤佑治 ・内1」1昂監修 ・労働運動総 合研究所編 『規制緩和 と雇用 ・失業問題』新 日本出

版社.1997年11月 。野村正實 『雇用不安』岩 波書店,1998年7月,高 梨昌 『雇用政策見直 しの視

点 安易 な規 制の緩和 ・撤廃論 を排 す』 労務行政研 究所.1999年1月,依 光11{哲 ・石水 喜夫

『現代雇用 政策の論理』新評論、1992年2月,伍 賀 一道 『雇用の弾力化 と労働 者派遣 ・職業紹介

事業』大月書店,1999年2月,等 を参照。 しか し,現 実の政策展開 は.規 制緩利 こそ失業を解決

す る喉 の 道 であ るとす る主張にt導 されてい る,、これ らについ ては,島 田晴雄 『日本 の雇用
一21世 紀への再設計』筑摩書房,1994年9月,島 田晴雄 ・太 田清編 『労働市場改革一 醤理の

時代 か ら選択 の時代へ』東洋経済新報社,1997年9月,山 田久 『大失業一 雇用崩壊の衝撃』 日

本経済新聞社.1999年1月,等 を参照。付言 すれば,規 制緩和推進論 の最大の問題点ばそれが資

本の蓄積戦略 として展 開され てい ることをみない点 にある,、/
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ll雇 用構造の変化

雇用不足 と雇用不安定化の累進という雇用構造が失業,雇 用不安,お よび生

活不安 という雇用問題を生み出す、、すでに述べたように,雇 用政策はこの雇用

問題の解決をめざすものであるが,戦 後わが国の雇用政策の内実は労働力政策

にほかならなかった。雇用政策の有効性は,実 は労働力政策が雇用不足と雇用

不安定化という雇用構造をどこまで変革で きるかにかかっている。 したがって,

労働力政策が雇用の増大 と安定 という雇用政策の目的にとって有効に機能 した

かどうか,も し有効でなかったとすればその要因は何か,こ れらを雇用構造の

変化のなかであらか じめ検証 しておくことにしたい。

日本経済が安牢成長を達成 し,経 済大国化の道を歩み始めた1980年 代以降に

お い て も.次 の経 済構 造 調 整 につ なが る雇 用 構 造 の 変化 と雇 用 問題 の深 刻 化 の

条件 は 累積 してい た 。 農 業 を は じめ とす る小 生 産 の衰 退,高 度 経 済 成 長 を支 え

た重 化 学 工 業 の 停 滞.さ ら に は生 産 の 海 外 移転 な どに促 さ れ て,日 本 経 済 は,

経 済 の ソフ ト化,減 量 経 営 と雇 用 調 整,雇 用 流動 化,お よ び雇 用 コ ス トの抑 制

と削 減 とい う方 向 を 志 向 して きた 。 しか し.あ る程 度 の経 済 成 長 と雇 用 の増 大

が 実 現 し、 労 働 力 政 策 が そ れ を促 進 す る機 能 を 果 た しえた 限 りにお い て ,雇 用

問 題 の顕 在 化 は 回 避 さ れ て きた 。

国 際 経 済 摩擦 の 激 化 と経 済 構造 調 整 の展 開 は,雇 用 構 造 の 変化 と雇 用 問題 の

深 刻 化 の 条 件 を 累 積す る もので あ っ たが,円 高 不 況 を へ た の ち に ,そ れ へ の対

応 策 によ っ て促 進 され た バ ブ ル経 済 の もとで,雇 用 の増 大 傾 向が 一 時 的 にせ よ

回復 し,雇 用 問題 の深 刻 化 も回避 され て きた 。 しか し,持 続 的 な雇 川 の増 大 と

＼ ただ し,現実の雇用政策が,す べて規制緩和の論理で貫かれているわけではない。その具体的

展開に即した分析と評価も必要である。雇用政策の具体的展開過程とその評価については.1高梨
昌 『新たな雇用政策の展開一 昭和50年代の雇層政策』労務行政研究所1989年12月 ,同 『新た
な雇用政策の展開 ・改訂i痴 労務行政研究所,1995年4月.お よび同 『日本の雇用問題一21世

紀の雇用』社会経済生産性本部生産性労働情報センター.2001年8月 を参照。さらに,雇 用政策
の効果を分析 したものとして,中 村二朗 ・中村恵編 『日本経済の構造調整と労働市場』 日本評論

社、1999年7月 、猪木武徳 ・大竹文雄 『雇用政策の経済分折』東京大学出版会,2001年7月 ,お
よび樋口美雄 『雇用 と失業の経済学』日本経済新聞杜.2001年11月 なども参照。
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安定を実現で きる条件がすでに失われているもとでは,1990年 代前半のバブル

経済の破綻 と90年代長期不況のもとで表面化してきた雇用問題の深刻化 はある

意味では必然的な結果であった。こうした雇用構造の変化とそれに基礎をお く

雇用問題の変化の状況を概観するなかで,雇 用政策が,雇 用の持続的な減少と

不安定化を逆転させるような有効な機能を果たしえなかった し,む しろそれを

促進する契機にすらなったことを確認 しておくことにする(第1図 参照)。

1雇 用調整と雇用不足の構造化

80年代半ば以降の経済構造調整は,雇 用構造にも大きなインパク トを与えた。

もとより経済構造調整は国内市場の開放を前提にして,日 本企業の国際競争力

を強化し,そ れによって安定成長を維持することを課題としていた。その課題

実現の鍵は 「雇用調整」とそれによる雇用 コス トの削減にほかならなかった。

雇用調整 とは個別企業において雇用 と賃金を合理的な水準に調節 しようとする

ものであるが,高 い経済成長が期待できない以上は,結 局は雇用削減につなが

らざるをえない。こうした雇用削減はマクロレベルでの雇用の縮小に結びつか

ざるをえない。

経済構造調整は一時的には成功したかにみえた,、日本経済は雇用調整により

国際競争力を強め,ひ とまず経済成長軌道を維持 した。3パ ーセントを超える

高い経済成長の持続によって,少 なくとも表面的には雇用量はかえって増大し,

「人手不足」現象す ら出現 した。しかし,不 安定雇用の増大なども考慮すれば,

実質的な雇用の増大はきわめて限定されたものであり,経 済成長 もさまざまな

内需拡大策に刺激されたバブル的な需要に支えられた ものに過ぎなかった・

1990年代に人るとともに 「バブル経済」の限界がようや くあらわになり,雇 川

が名実ともに減少する傾向が明瞭になってきた。

さらなる雇用調整による経済成長軌道の回復が試みられたが,世 紀を超えた

2003年 の今日では,そ れが成功する見込みはまったくといってよいほどになく

なってきている。雇用調整 と雇用流動化はますます深化 してきたが,そ れを補
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うような雇用の増大 は生まれてきていない。雇用調整が経済成長を促進するど

ころか,む しろそれを阻害する要因に転化 しつつあるといわざるをえない。経

済構造調整期に入って以後の15年 あまりの期間を通 じて.雇 用量は名実ともに

減少傾向を顕在化させてきており,雇 用不足は構造的なものに転化 してきている.

2失 業の構造化

労働力供給の持続的な増加を前提にすれば,雇 用不足の構造化は必然的に失

業の増大 と失業率の上昇をもたらす。雇用量の不足の程度を表す失業率は,

1980年代半ばから90年代半ばまで,す なわち円高不況,バ プル景気,そ して平

成不況期に対応 して,2～3パ ーセントの間で変動 してきた。すでに1970年 代

末までの失業率水準よりも高 くなっているが,こ れは雇用調整がマクロ経済に

反映した結果である。 しか し90年代半ば以降の失業率は上昇の一途をたどって

おり,2002年 平均では5.5パ ーセ ン1・を超える水準にまで達 した。 これが長期

にわたる労働力供給と雇用の乖離の結果であることは明らかである。これはま

た雇用調整 と雇用流動化を促進する雇用政策が、経済成長 と雇用の増加を促進

する手段 という機能をもはや果たしえなくなっていることを示す もので もある。

また,雇 用者の絶対的減少という事態が生 じてきていることも重大である

(第2図 参照)。1990年 代に入るとともに生産年齢人口の増加そのものが少子 ・

高齢化の流れのなかで停滞 し,労 働力人口全体(こ こでは雇用者.自 営業主 ・

家族従業員,お よび完全失業者の合計)の 増加も停滞 しているが,さ らにその

うえに雇用者人口が減少するという事態が生じている。これは明らかに雇用需

要の絶対的減少というまった く新しい事態が進行 していることを意味する(こ

うした傾向嫉女子よりも男子 に顕著に現れている)。失業の増大は.単 なる一

時的な景気停滞の結果ではなく,日 本経済がもはや雇用の増加を生み出すよう

な活力を失ったことの結果である。このようにみれば,す でに失業の構造化とい

う事態がわが国の雇用構造のなかに深く根づき始めているというべきであろう御。

3)「就業構造基本調査」により、地域別の麗胴者・失業率の推移をみると興味ある結果がえら■
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3不 安定化雇用の増大と構造化

第2図 は不安定雇用の増大をも示 している。これは,雇 川者のうち,「臨時

雇」,「日雇」,お よび 「常雇」のうちの 「休業者」と短時間就業者(週34時 間

以下の就業者)を 加えたものを 「不安定雇用」としてまとめ,そ の動向を示 し

た ものである。雇用全体の停滞のなかで,こ の不安定雇用の増加傾向が,安 定

成長への移行以来の20年 以上にわたって一貫 して続いていることを明瞭に読み

取ることができる、

不安定雇用は1980年 代のはじめか ら増加傾向を持続させてきているが.こ の

間にも雇用調整と雇用全体の増減を反映した動 きも読み取ることができる、経

済構造調整下において雇用削減が進められるもとでも不安定雇用比率(雇 用者

総数に対する不安定雇用者の割合)は,18パ ーセント前後の水準(男 女計)を

維持 していた、,「人手不足」が叫ばれ,雇 用の増加が顕著だった80年 代後半の

バブル経済期において不安定雇用比率は,18パ ーセント強から22バーセント弱

へ と著 しく上昇 した。雇用調整が不安定雇用の拡大による雇用コス トの削減と

.いう形で展開されたことが示されている。しかもその後の雇用の停滞の時期に

も不安定雇用は増加を続けてお り.不 安定雇用率は22パ ーセント弱から29バー

セント(男 女計)へ と大幅に上昇 した。近年では男子の場合で も雇用者の6分

の1.女 子にいたっては雇用者の40パ ーセン トをしめるまでになった。ここ

には.不 安定雇用が単 なる雇用調節弁ではなく,雇 用全体の不可欠な構成部

分 となり.不 安定雇用の構造化が確実 に進行 していることが改めて示されて

＼れる。1987年 に失業率 の高1.し地域 は構造不況業種の集中する北 海道 と北九州(福 岡,佐 賀.長 崎.

大分)で あ ったが,1997年 に失業率が も.,と も高い地域は,管 理部 門やサービス部門の集 中す る

大都市圏の南関東(埼 下,千 葉.東 京,神 奈川)の8.2パ ーセ ン ト.近 畿 中央(京 都.大 阪,兵

庫)の8.9パ ー七 ン トであ った(い ずれの年 も沖縄の失業率が最高 の11バ ーセ ン ト超であ るが,

これは例外 とす る)。 他ノ∫で,い ずれ の年も北 陸(新 潟.富Ill.石 川。福井)と 山陰(鳥 取,島

根)の 失業 率は低 く、4.7～4.9バ ー セン ト程度 にとどまっている、,これら も不況 ドにもかかわ ら

ず大都市圏への労働 力移動が進 んでい ること,そ こでの雇用 創出が 停滞 していることを意味 して

お り,失 業の構造 変化 を示 している.な お,こ こでの失業者は 「『無 業者』 の就業希望者で,か

つ求職者」 としている,,地 域別 の分析 は本章の テーマに も深 くかか わっているが.紙 幅 の関係 で

以上のよ うな簡単 な紹 介に とどめざるをえな1、・ことを断 っておきたい。
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いる9,,

こうした不安定雇用の構造化は,労 働者による多様な雇用形態の選択の結果

ではなく,日 本経済全体の雇用調整の結果である。したがって,前 述のような

失業の構造化ともあいまって,失 業と雇用不安という雇用問題はますます深刻

化の度合いを増 している。 こうした深刻化する雇用問題 という現実は,雇 用政

策が雇用の確保 と安定を実現するうえでの有効性をますます失ってきているこ

とを示 している、、

m雇 用政策の展開と危機

雇用政策の目的が失業を回避 し.雇 用の安定を図ることにあるとすれば,経

済構造調整以降の雇用政策が成功を収めているとは言いがたい。この約20年 問

を通 じて雇用政策は,雇 用調整を前提としつつ安定成長の実現と雇用の着実な

増加によって,雇 用の確保 と安定の実現をめざそうとするものであった。いま

やこの雇用政策の枠組み 自体に問題があることは明らかである。雇用政策が経

済成長を促進す るうえで有効性を発揮できないどころか,む しろ経済成長と雇

用増加を阻害する要因にすら転化 している。こうした雇用政策の枠組みを検証

するために,こ の間の雇用政策の展開過程をたどってみよう。ところで,雇 用

政策は雇用創出(雇 用機会の維持と開発),雇 用管理(雇 用の安定 と活用),労

働力需給 システムの整備(雇 用の流動化)と いう面で展開されてきた。以下で

は,こ の三つの領域における雇川政策の展開過程をそれぞれについてみてい く

ことにする(第1表 参照)。

4)な お念のたダ)に,「労働 力調 査特別調査」の 「非正規の職員 ・従業員」 によって不安 定雇用の

比率 をみれば,そ れ は 「労働力調査」か らの推計値 よ りも高 くなってい る 、ちなみに2001年(2

月末)の 非IE規 比率 は,男 子で13パ ーセ ン ト,女 チで48バ ーセン トにも達す る。統計が不安定雇

用を どこまで 正確 に とらえて いるか とい う問題は残 されているが,そ の一貫 した増 大傾向を示す

ことは十分に可能 だろう。
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雇用政策の展開(107)1併

1雇 用創 出

雇用創出の本来の意味は新規投資によって全体として雇用需要を維持ない し

は拡大することであり,そ れに沿った労働力移動を促進し,労 働力の 「有効活

用」を実現することである。ただ し,現 実に雇用創出といわれるものは,政 策

当局者の意図を反映 して多様な側面 も持っている。労働力需給の調節にすぎな

い政策も,形 式的には雇用機会を創 り出すことから雇用創出とされることはよ

くある事例である。

さて.雇 用創出政策 としての雇用政策は三つの側面から構成されてきた,、一

つは,雇 用維持である。 これは雇用調整を企業内にとどめ失業が顕在化するこ

とを抑制 しようとするものである。その主要な手段が雇用調整助成金であった。

二つめは,雇 用開発である。 これは本来の雇用創出につながるものであるが,

雇用政策としては限定されたものである、,すなわち,雇 用政策の論理としては

いわゆる 「雇用機会が不足 している」特定の地域 ・業種に限って雇用開発を助

成するということになる。それはかならず しも雇用の増大にはつながらない。

なぜなら.農 業など他部門での就業機会の減少を伴 うことが前提であ り,ま た

他の地域 ・業種へ労働力が流出す ることを妨げるものではないからである。三

つめは,労 働移動である。これは雇用需要の不足 している部門から,雇 用需要

の拡大している部門への労働力の移動を促す ことによって間接的に雇用創出を

実現 しようとするものであるが,文 字通 りの雇用創出とはいいがたい。雇用政

策が労働力の移動を強制するものでないとすれば.そ の政策手段は賃金助成な

どにより新規雇用先の誘引力を強めることに限られている、,

こうした三つの側面を総合 して,こ の期 における雇川創出政策の.展開をみた

場合にその特徴は以下の点にある。第一に,雇 用創出の中心が雇用維持におか

れてきた。雇用調整が企業の枠内にとどまり,か つ企業内で雇用拡大が進めら

れる場合には,結 果 として雇用創出につながるが,そ の可能性が失われれば,

一時しのぎの政策にすぎなくなる。現在はまさにそうした事態が現実になって

きている。第二に,雇 用開発は地域雇用開発として展開されたが,雇 用創出政
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策 と して十 分 な効 果 を発 揮 で きなか った 。 創 出 され た雇 用 機 会 に は労 働 力 を誘

引 す る魅 力 に乏 し く,逆 に地 域 的 な労 働 力 不 足現 象 が 発生 し,雇 用 創 出 と して

の意 味 を失 う こ とに な った。 第三 に,各 種 の 助成 金 に よ って企 業 の雇 用 拡 大 を

促 す 方 式 が採 用 され て きたが,新 規 投 資 を促 す よ うな枠 紐 み と規 模 を持 つ もの

で は なか った 。 した が って,助 成 金 の 規 模 は か な らず し も巨額 で は な く,ま た

支 出 も雇 用 拡 大 をあ と追 いす る もの にす ぎな か った,、第 四 に,バ ブ ル経 済 の調

整 過 程 以 降 にお い て は雇 用 創 出政 策 の 限 界 が 明 らか に な って きて い る。 新 規 投

資,新 産 業 の 創 出 とい う前 提 が 欠 如 して い る場 合 に は,雇 用創 出 策 と して の意

味 を持 た な くな って きて い る。 こ う した な か で,雇 用 政 策 の労 働 力 政 策 と して

の 純 化 も進 め られ て きた 。 雇 用 調 整 助 成 金 の 見 直 し も,こ う した 脈 絡 の なか で

進 め られ た5卜、,この よ う に財 政 危 機 の深 化 の も とで 政 策 効 率 が 重 視 さ れ る よ う

に な った が,も とよ りそれ が 雇 用 創 出 につ な が る成果 を生 みだ す 保 障 は ど こ に

も存 在 しな か った。

雇用維 持 この政 策 の 中心 手 段 は 雇用 調整 助 成 金で あ る。 円高 不 況 時,な ら

び に平 成 不 況 時 に指 定 基 準 の 緩 和 や 指 定 延 長 な どに よ り支 給 は急 増 した 。 加 え

て,特 定 不 況 業種 雇 用 安 定 法 に も とづ く助成 金 が加 わ っ て い る。 そ れ はバ ブ ル

経 済 と人 手 不 足 の時 期 に一 時 的 に 減 少 した が.平 成 不 況 の1993年 以 降 に な る と

再 び急増 した。 しか し,そ れ が か な らず し も雇用 創 出 につ なが ら ない こ とが 明

らか に な る と と もに,1999年 以 降 には そ の 削 減が 進 め られ て い る。 か わ って 新

産 業 へ の 移動 の促 進 に期 待 が 寄 せ られ て い る が,新 産 業 創 出 とそ こへ の 労働 力

移 動 が 実現 す る可 能 性 は きわ め て 乏 しくな って い る。

雇用開発 この政 策 の 中心 手 段 は1987年 の 地域 雇 用 開発 促 進 法 と これ に も と

5)こ の間に雇用創出政策がどの程度の規模で実施されたかを,大 蔵省主計局 「財政統計」,なら

びに 「労働省職業安定局調べ」による 「雇用安定事業費」の動向によって確認しておこう。80年

代末以降は,バ プル期の低下を除けばおよそ5000億円の規模で推移している.そ の内訳は.雇 用

調整助成金と地域雇用開発関連助成金の合計,特 定求職者雇用開発助成金,お よび高齢者履用促

進関連助成金がおよそ3分 の1ず つを占める。このうち.地 域雇用開発関連助成金が1990年代に

はきわめてわずかな一規模になってきていることが特徴的である。いままた雇用調整助成金の見直

しが進むとすれば,雇 用政策による雇用創出機能は著 しく低下していくといわざるをえないだろ

う、二、
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づ く地域雇用開発助成金であった。雇用創出の決め手 として華々しく出発 し
,

支給額 も急増 したが,そ の後の急速な人手不足状況のもとで,非 効率 とい う批

判が高まった.求 職者が地域外に流出し雇用開発がかならず しも雇用拡大つな

がらなかったからである。そこで早 くも1991年 には法改正が行われ.「魅力的

な雇用機会」の創出が掲げられるようになり,2001年 の地域雇用開発促進法改

正では雇用開発地域の重点化が図られるようになった。しかし産業創出の基盤

が失われているもとでは雇用開発が実現する可能1生はきわめて乏しくなっている。

また,人 手不足状況のもとで中小企業労働力確保法が施行され,さ らに1998

年にはこれが抜本的に改止された(新 規投資への賃金助成が取 り人れ られた)、

中小企業の雇用創出が期待されたのであるが,そ の基礎 となる産業創出を実現

するうえで,賃 金助成という政策手段は間接的なものであ り,お のずから限界

性 も持つものである。

さらに1998年 ころからは緊急地域雇用特別交付金事業(自 治体による直接 ・

臨時雇用)や 緊急雇用創出特別奨励金制度なども導入され,雇 用創出の強化が

図られた。 しか しこれらも一時的な雇用創出策にす ぎず,恒 常的な雇用の増大

を実現するものではない。さらに,新 産業とそれによる雇用創出が目指された

が,そ のための主要な政策手段は規制緩和であり,そ れだけで新産業が創出で

きる保障はもはや存在していない。

労働移動 雇用維持や雇用開発にかわって労働移動が重視されるようになっ

てきた。1998年 改正の特定不況業種雇用安定法では,出 向,転 籍.再 就職を受

け入れた企業にも助成する制度が導入された、、また,1995年 の人材資産形成プ

ログラムも能力開発を通 じて労働移動を促進 しようとするものである
。 しか し

これ らもまた,新 規投資と雇用需要の拡大という前提を欠いたもとで雇用創出

効果は乏 しい ものにならざるをえない。

2雇 用 管理

この間の雇用管理にかかわる雇用政策の課題は,女 性や高齢者などの雇用の
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確保 と安定を実現することであったが,他 方では,女 性や高齢者などの積極的

活用の条件を整備するという労働力政策の観点から雇用の弾力化 ・多様化の促

進も重要な課題であった。 しか し二つの課題は相互に矛盾する。両者の調整を

図るための制度的な整備が進められてきたが,実 質的な雇用の拡大と安定を実

現するような政策的枠組みを生み出すものではなかった,,す なわち,こ の面で

も雇用政策の労働力政策化が貫かれたのである、、

労働時間短縮 ワークシェアリングという面からみれば時短も雇用政策 として

積極的な意味を持つ。 しか し,こ の間の法定労働時問の短縮は生産性向上を見

合いにして徐々に進められた。すなわち,1987年 の労働基準法改正から始まっ

た週40時 問の法定労働時問はその全面適用までに約10年 を要 した。また時間外

労働の.ヒ限規制もいまだに強制規定とはなっていない。さらに法定労働時間短

縮の見返 りとして,変 形労働時問や裁量労働制の適用拡大など労働時間規制の

弾力化が進められてきた。これらは不安定雇用の拡大につながるものであり.

これを通 じて労働力の 「有効活用」の条件を拡大してきた・,このように労働時

間短縮の雇用拡大への効果は限定されたものに留まっている。

パート雇用の拡大 この間に急増 したパー ト労働者の雇用条件の改善は雇用の

安定にとって不可欠である。パー ト労働者の劣悪な雇用条件が彼や彼女らを雇

用の調節弁として活用する条件となっているか らである。,そのために,バ ー ト

労働者とフルタイム労働者 とに均等待遇原則を適用することが政策課題とされ

なければならない。しかし,1993年 に実現したパー ト労働法は雇用管理の改善

にむけた努力目標を定めることを規定するにとどま り.そ の後も規定の改善は

見送られている,、2003年に実施されたパー1・労働者の処遇改善のための 「指

針」改正に至っても,「均衡」待遇の強化に留まっている。これらは低賃金 ・

不安定雇用者 としてパー ト労働者を活用するという雇川管理の性格が依然とし

て維持されていることを示す ものである。

女性雇用の拡大 女性労働者の雇用機会拡大と男性 との平等待遇の実現は雇用

全体を拡大するという側面か らも,ま た雇用の安定 という側面からも重要な課
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題 とされた,、この期間の当初の1985年 には男女雇用機会均等法が成立 し,採

用 ・配置 ・昇進差別の撤廃への努力義務が規定された。さらに1997年 の均等法

改正ではそれが禁止規定に強化された。しかし,一 方では時間外労働規制など

のいわゆる 「女子保護規定」の緩和 ・撤廃が進められ,女 性を 「有効活用」す

るための条件が拡大 した。女性を相対的な低賃金 ・不安定雇用者 として活用す

る条件はむ しろ拡大 したというべきであろう、,

高齢者雇用の拡大 高齢者雇用の拡大も高齢者の活用 とい う側面からも.ま た

高齢者の生活保障という側面からも重要な課題 とされた。 この問にも!986年の

高齢者雇用安定法によって60歳 定年が努ノJ義務化され,よ うや く1998年の法改

正出では60歳定年が法定されることにな り.さ らに2000年 の法改正では65歳 ま

での継続雇用が努力義務化された。こうした措置は中高年齢者の処遇を見直す

こととの見合いで徐々に進められた.す なわち,選 択定年制の導入や出向 ・転

籍制度の強化など,実 質的な定年年齢はむしろ引き下げられてお り,雇 用の名

目的延長と引き換えに高齢者を低賃金 ・不安定雇用者 として活用する条件をむ

しろ拡大することになった。その結果として,高 齢者雇用を創出する効果は限

られたものに留まっているo。

3労 働力需給システム

労働力需給 システムの整備も,一 方では雇用の確保 ・安定という面から,他

方ではスムーズな雇用調整と労働移動を実現 して労働力を 「有効活用」すると

いう面からも重要な政策課題 とされてきた。しか しこの二つの課題をともに実

現することは容易ではない。雇用の安定のためには,求 職者への保護措置,つ

まり牛活保障.中 問搾取の排除 情報公開などが必要 とされ,職 業紹介事業の

公的管理が基本とされてきた。しかし,多 様な求人 ・求職情報の結合を効率的

6)「 労働力 調査」によ り年齢別労働力率 の動 向をみれば.男 性 の60歳 か ら65歳 の年齢層 の労働 力

率はむ しろ低下傾向にある ことが確認で きる、女性の場合 には,65歳 未 満の全年齢層 で労働 力率

は上昇傾向にある とはいえ,そ の上昇の テ ンポは決 して高い ものではない.
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に進めるためとして,民 間事業者の参入が促進された。1985年 の労働者派遣法

の成立により労働者派遣事業が公認されたが,1999年 の法改正により民問職業

紹介事業,な らびに労働者派遣事業の原則自由化がついに実現した、、こうした

民営化の動 きは労働力の 「有効活用」はめざす ものであ り,雇 用の安定は犠牲

とならざるをえない。そ してまた雇用需要の停滞 しているもとでは,労 働力流

動化の促進が雇用創出へとつながる1可能性は乏 しい ものとならざるをえない。

職業紹介の民営化 雇用の確保 ・安定 という面からも雇用に関する情報提供 と

斡旋は欠かせない。この意味から公的職業紹介機関としての公共職業安定所の

機能拡大が進められたが,失 業者への職業紹介機能の強化による雇用流動化の

促進 という見地から,1990年 代の半ばからは有料職業紹介事業の全面解禁への

動 きが強められてきた。そ してついに,1999年 には有料職業紹介事業の原則自

由化を骨子 とする法改正の実現をみるまでに至った。その後も求職者からの手

数料徴収を自由化するなどの民営化促進の政策が進められたものの,そ れ自体

が雇用の増大につながることを期待することは困難である。

労働者派遣事業の拡大 労働移動を促進するうえでは労働者派遣事業の拡大 に

大きな期待がかけられた。そのために派遣対象業務の拡大,事 業自体の自由化

が推進された。 しか し派遣労働によって専門的 ・臨時的な雇用に対応するとい

う当初の目的が後退 し,常 用的な雇用を派遣労働で置き換えるという雇用の外

部化を促進することになり.不 安定雇用を拡大する要因ともなっている。そし

てついに,1999年 には労働者派遣事業の全面自由化を骨子とする法改正が実現

をみるまでになった。この改正ではまだ残された…定の制限的要索もその後に

は撤廃されてきて:おり,20〔)3年の法改正では派遣期間の原則3年 への延長と製

造現場への派遣解禁 も実現 した。

IVむ す び一 雇用政策の展望一

経済構造調整期以降の雇用政策の展開過程はつぎのように総括 しうる。第一

に 雇用政策が労働力政策に純化される過程が進行 し,1990年 代に入るととも
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にその過程が加速 してきている。第二に,「大失業時代」とも表現される失業

と雇用不安の拡大は,こ うした雇用政策の労働力政策化,お よびそれに対応 し

た雇用調整の展開とともに生じてきている。第三に,雇 用政策が雇用の増大と

失業の解決に有効に機能していないこともますます明らかになってきている。

まさに雇用政策の危機 といわれる事態が生まれつつある。第四に,雇 用政策が

経済成長と雇用増大の阻害要因に転化 してお り,雇 用政策の従来からの枠組み

の大きな変革に迫 られている。第五に,む しろ本来の雇用政策の機能(す なわ

ち失業と雇用不安の解決)を 回復することが,雇 用拡大にとって不可欠になっ

てきている。

こうしたなかで 「新産業創出」と 「雇用創出」が問われるとすれば,雇 用政

策の枠組みを問いなおすことが前提 とならなければならない。これを欠いては

雇用政策の効果も成功 もおぼつかない。新産業として期待 される福祉 ,情 報 ・

通信,さ らに環境分野などは,い ずれ も地域,な らびに牛活のあ り方の大 きな

変革を抜きにした発展はあ りえないだろうη。失業と雇用不安におびえる地域

がこうした新産業の基盤 とはなりえない、、こうした意味か ら,雇 用政策の本来

の意義を問いなおすことが迫られている。

7)ち なみに」996年6月 に閣議決定 された 「緊急雇用対 策および産業競争力強化対 策」(い わ ゆ

る70万 人超雇 用創出計 画)で も,「 関係省庁 と産業界 との連携 のもとに.新 規 ・成長15分 野(医

療 ・福祉,情 報通信、 環境,バ イオテクノロジー等が あげられる)」 の育成 によって 「雇 用機会

の創出」 を図る とされ,そ のための主要な手段が雇用分野 を含めた 「規制緩 和」である.こ こに

も雇用の弾力化を支えに新 産業創 出と雇用創 出を図 るとい う政策的構図が示されている,そ うだ
か らこぞ新産業が機軸産業 として成長す る展望が開 けてい るとはいいがたい。た とえば,介 謹者
の資格要件 を緩和 して・介護 分野へ の民間参入 を促進す るとい ・、た逆立 ち した政策 が幅 をきかせ

てい る・そ うではな くてむ しろ充実 した社会的介護体制の創造 こそがこの分野で の新産業 の成長

につながるはずで ある,,


